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Ⅰ 調査の概要 

    １ 調査の目的 

  県内における外国人等に対する日本語教育の現状を詳しく知ることで、地域や各分野における課

題等を把握し、「奈良県地域日本語教育体制整備事業」における事業内容へ反映させるとともに、今

後、策定予定の「日本語教育推進のための基本的な方針（奈良県教育委員会）」（仮称）についての

基礎資料として活用する。 

  

    ２ 調査対象及び回答数 

調査対象 調査数 回答数 回収率（%） 

市町村 ３９ ３９ １００ 

国際交流団体 ５１ １１ ２１．５ 

地域日本語教室 １６ １１ ６８．７ 

日本語学校・日本語教育機関 ８ ６ ７５．０ 

外国人を雇用している企業等 ５０ １２ ２４．０ 

 調査対象の選定 

・市町村（悉皆） 

・国際交流団体 

   令和４年２月８日現在、奈良県外国人支援センターWebページに掲載されていた団体 

・地域日本語教室 

令和４年２月８日現在、奈良県外国人支援センターWebページに掲載されていた教室 

・日本語学校・日本語教育機関 

令和４年２月８日現在、県内に設置されていた日本語学科を設置している専修学校、法務省告 

示をもって定められた日本語教育機関、留学生別科を有する大学等 

・外国人を雇用している企業等 

奈良県産業・観光・雇用振興部外国人・人材活用推進室により、地域・業種に偏りがないよう

５０社を選定 

 

    ３ 調査方法 

調査対象へメールもしくは郵送によりアンケートを送付、回収する。 

 

    ４ 実施時期 

  令和４年２月下旬～３月下旬 

  

    ５ 報告書の表記について 

    ・グラフ内の数値は、回答率（％）及び回答数を表示（一部除く）し、無回答を除いて集計 

・小数点以下は小数第二位を四捨五入して算出しているため、各回答率の合計が１００％にな

らない場合がある。 

・調査結果内の「ｎ」は、回答数を示す。 

グラフ及び表は、基本的に回答数の多い項目から順に並び変えている。（「その他」は除く） 
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    ６ 質問内容（概要） 

  （１）「市町村」対象 

①日本語教室開設状況 

②日本語教室を開設していない理由 

③地域の日本語教室が、現在果たしている役割 

④今後、日本語教室に期待する役割 

⑤日本語教室を継続するにあたっての課題 

⑥日本語教室の日本語学習支援者向けの研修 

⑦日本語教育のコーディネーターの配置状況 

⑧外国人住民からの日本語学習に関する相談内容 

⑨地域住民や企業、学校からの日本語学習に関する相談内容 

⑩日本語学習支援に関して、連携・交流している機関・団体等 

⑪今後、日本語学習について、県、国等に実施を望む施策 

⑫日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 

 

（２）「国際交流協会・国際交流団体等」対象 

①団体の活動内容 

②団体の会員数 

③運営資金確保の方法 

④日本語教室開設状況 

⑤日本語教室を開設していない理由 

⑥地域の日本語教室が、現在果たしている役割 

⑦今後、日本語教室に期待する役割 

⑧日本語教室を継続するにあたっての課題 

⑨日本語教室の日本語学習支援者向けの研修 

⑩外国人住民からの日本語学習に関する相談内容 

⑪地域住民や企業、学校からの日本語学習に関する相談内容 

⑫日本語学習支援に関して、連携・交流している機関・団体等 

⑬今後、日本語学習について、県、国等に実施を望む施策 

⑭日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 
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（３）「地域日本語教室」対象 

①主催者区分 

②開催曜日 

③開催時間帯 

④開催場所 

⑤授業形態 

⑥運営資金確保の方法 

⑦運営資金の使途 

⑧学習者の国籍・地域と人数 

⑨学習者の参加費 

⑩１回の講座における平均出席者数 

⑪学習者のニーズ 

⑫日本語学習支援者の数 

⑬日本語学習支援者が受け取る謝礼 

⑭日本語学習支援者のスキルアップのために行っていること 

⑮日本語学習支援者に求める能力や姿勢 

⑯日本語教室が果たしている役割 

⑰現在、日本語教室で困っていること 

⑱日本語学習以外で困っている学習者への対応 

⑲今後の目標 

⑳今後、日本語学習について、市町村、県、国等に実施を望む施策 

㉑日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 

 

（４）「日本語学校・日本語教育関係機関」対象 

①設置形態 

②対応コース 

③学生の国籍・地域と人数 

④教員の構成 

⑤教員の資格区分 

⑥企業や団体等への教員の派遣 

⑦授業形態 

⑧開催曜日 

⑨開催時間帯 

⑩行っている特色ある授業（自由記述） 

⑪日本語教育以外に実施している教育活動 

⑫日本語教育で、地域や企業等と連携した取組（自由記述） 

⑬日本語教育以外で、地域や企業等と連携した取組（自由記述） 

⑭今後、日本語学習に対して、国や県等に望む施策 

⑮日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述）  
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（５）「外国人を雇用している企業等」対象 

①会社の種類 

②業種（複数回答可） 

③社員数 

④外国人材の雇用状況について 

⑤‐1外国人材を雇用している理由（複数回答可） 

⑤‐2外国人材の国籍・地域と人数 

⑤‐3採用方法（複数回答可） 

⑤‐4外国人材の日本語能力（聞く） 

⑤‐5外国人材の日本語能力（読む） 

⑤‐6外国人材の日本語能力（話す） 

⑤‐7外国人材の日本語能力（書く） 

⑤‐8外国人自身が、日本語能力不足を理由に困っていると思われること（複数回答可） 

⑥外国人材に対し実施している（実施していた）日本語学習サポート（複数回答可） 

⑦日本語学習を促進するために連携している（していた）他機関、団体 

⑧外国人材の就業にあたって行っている（行っていた）取組（複数回答可） 

⑨外国人材に求める日本語能力（聞く） 

⑩外国人材に求める日本語能力（読む） 

⑪外国人材に求める日本語能力（話す） 

⑫外国人材に求める日本語能力（書く） 

⑬外国人材の日本語学習について、市町村、県、国等に求める施策 

（複数回答可（３つまで）） 

⑭日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 
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Ⅱ アンケート調査結果 

    １ 市町村 （回答数３９） 

 

①日本語教室開設状況 

 

 

②日本語教室を開設していない理由（複数回答可） 

※（１）で「開設していない」と答えた場合のみ回答 

 

その他・・・現在文化庁の事業に取り組んでいるところである、特に理由はない 

開設していない

84%,33

日本語教室を運営している団体に

補助金等を交付している

8%,3

行政が主催して開設している

8%,3

54.5%, 18

51.5%, 17

39.4%, 13

21.2%, 7

18.2%, 6

3.0%, 1

6.1%, 2

外国人住民が少ない

外国人住民のニーズを把握していない

開設するためのノウハウがない

予算の確保が難しい

日本語学習支援者

（ボランティア等）がいない

市町村内に他の団体による教室が

あるため必要性がない

その他

ｎ＝３９ 

ｎ＝３３ 

市町村の結果概要 

・84％の市町村において日本語教室が開設されていない。 

・｢開設していない理由｣に関する質問では｢外国人住民が少ない｣、｢外国人住民のニーズを把握し

ていない｣という回答が多く、どちらも全体の 50%以上を占めている。 

・｢県、国等に望む施策｣に関する質問では｢ネットワークの構築｣、｢経済的な支援｣という回答が

多く、どちらも 35％程度を占めている。 
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③日本語教室が、現在果たしている役割（複数回答可（３つまで）） 

※（１）で「行政が主催して開設している」「日本語教室を運営している団体に補助金等を交付し

ている」と答えた場合、③～⑥を回答 

 

  

100.0%, 6

83.3%, 5

33.3%, 2

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

生活のための日本語を学ぶ

仕事に必要な日本語を学ぶ

日本で暮らすための

習慣、文化、マナーなどを学ぶ

日本語能力試験などに

合格するために学ぶ

学習者（外国人住民）が

地域社会との接点をもつ

多文化共生の地域づくりにつながる

子どもの学習を支援する

学習者同士が交流する

日本語学習支援者の生きがいにつながる

学習者にとって安心できる場所となる

その他
ｎ＝６ 
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④今後、日本語教室に期待する役割（複数回答可（３つまで）） 

 

  

50.0%, 3

33.3%, 2

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

日本で暮らすための

習慣、文化、マナーなどを学ぶ

多文化共生の地域づくりにつながる

生活のための日本語を学ぶ

仕事に必要な日本語を学ぶ

学習者が地域社会との接点をもつ

学習者にとって安心できる場所となる

日本語能力試験などに合格するために学ぶ

学習者同士が交流する

日本語学習支援者の生きがいにつながる

子どもの学習を支援する

その他
ｎ＝６ 
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⑤日本語教室を継続するにあたっての課題（複数回答可） 

 

その他・・コロナウイルス感染症と教室開催の両立 

 

⑥日本語教室の日本語学習支援者向けの研修 

 

  

66.7%, 4

50.0%, 3

33.3%, 2

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

16.7%, 1

0.0%, 0

16.7%, 1

学習者の継続性

日本語学習支援者の不足

在住する外国人への広報

学習者のニーズの把握

日本語を使ったコミュニケーションが

ほとんどできない学習者への対応

日本語学習支援者の能力・意欲

日本語学習支援者が研修する機会

十分な予算の確保

実施場所の確保

主催者と日本語学習支援者との

意識の相違

その他

実施している,  

50.0%, 3

実施していない, 

50.0%, 3

ｎ＝６ 

ｎ＝６ 
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⑦日本語教育のコーディネーターの配置状況 

 ※⑦以降は、すべての市町村が回答 

 

 

⑧外国人住民からの日本語学習に関する相談内容（複数回答可） 

 

その他・・・医療機関の受診時の困りごと 

  

配置している,

5.1%,  2

配置していない,

94.9%,３７

84.6%, 33

12.8%, 5

10.3%, 4

5.1%, 2

5.1%, 2

5.1%, 2

2.6%, 1

2.6%, 1

相談は特にない

日本語を使って日常会話が

できるようになりたい

日本語の読み書きを学びたい

日本語教室に通いたいが、

どのような教室があるかわからない

日本語能力試験の勉強がしたい

仕事に必要な専門用語や

ビジネスマナーを学びたい

子どもを就学させるために、

日本語を学ばせたい

その他

ｎ＝39 

ｎ＝39 
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⑨地域住民や企業、学校からの日本語学習に関する相談内容（複数回答可） 

 
その他・・・ゴミ出しルールに関する相談 

 

⑩日本語学習支援に関して、連携・交流している機関・団体等（複数回答可） 

 

その他・・・中学校夜間学級 

  

76.9%, 30

12.8%, 5

12.8%, 5

10.3%, 4

5.1%, 2

5.1%, 2

2.6%, 1

2.6%, 1

相談は特にない

外国人労働者の

日本語の学習について

学校への日本語指導支援員の

派遣について

外国人住民の日本語の学習について

外国人住民の日本の文化や

習慣への理解について

外国にルーツのある児童生徒への

対応について

企業への日本語講師の派遣について

その他

76.9%, 30

10.3%, 4

5.1%, 2

2.6%, 1

2.6%, 1

2.6%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

2.6%, 1

特にない

NPO、ボランティア団体

県・市町村教育委員会

市町村等地域の国際交流協会

市町村内の日本語教室

県、市町村及び関連団体

国及び関連団体

（文化庁や文部科学省など）

大学、日本語学校等

その他

ｎ＝39 

ｎ＝39 
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⑪今後、日本語学習について、県、国等に実施を望む施策（複数回答可）              

   

その他・・・会場使用料補助の拡充                                 

 

⑫日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述）                          

  ・日本語指導の研修を受けた者が行政・地域の情報をボランティア通訳者として活動してもらえる

ような取組をしてもらいたい。                                 

    ・県民への「やさしい日本語」の有用性についての啓発、県主導で県内の日本語学習支援者のネッ

トワークづくりを進めていただきたい。                             

  

38.5%, 15

33.3%, 13

20.5%, 8

17.9%, 7

15.4%, 6

5.1%, 2

県内の日本語教育関係機関・

団体等との幅広いネットワークの構築

地域日本語教室の

運営のための経済的な支援

地域日本語教室への指導、

助言ができる人材の配置

日本語学習支援者を

養成するための研修の支援

地域日本語教室の新規開設に

向けた支援

その他
ｎ＝39 
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    ２ 国際交流団体（回答数１１） 

 

①団体の活動内容（複数回答可） 

 

その他・・・募金、広報、アドボカシー活動、しみんだよりの英訳、途上国事情の紹介や啓蒙活動、

地域の国際交流団体への支援、ホストファミリーとして外国人の方の受け入れ  

54.5%, 6

36.4%, 4

36.4%, 4

27.3%, 3

27.3%, 3

27.3%, 3

18.2%, 2

18.2%, 2

18.2%, 2

9.1%, 1

18.2%, 2

18.2%, 2

9.1%, 1

18.2%, 2

9.1%, 1

9.1%, 1

9.1%, 1

9.1%, 1

9.1%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

45.5%, 5

外国人への日本の文化、習慣の紹介

多文化共生への理解を呼びかける広報活動

地域住民と外国人住民の交流会

他国からの留学生の支援

外国人住民の相談窓口

保育園・幼稚園、小中学校等との交流活動

外国にルーツをもつ若者の就労支援

通訳者・翻訳者の派遣・紹介

外国人住民同士の交流会

市町村などの行政機関への外国人住民に関する連絡

在留資格に関する相談、手続きの支援

特定の国、都市との交流活動

他国への留学の支援

外国人観光客への観光案内

外国人住民の安心できる場づくり

外国にルーツをもつ学齢期の子どもの就学支援

外国人材を受け入れている企業等への支援

外国人住民への保健指導（医療機関受診方法紹介など）

外国人住民のニーズ調査

地域住民への外国語教室

外国人住民への防災指導

外国人住民への交通安全指導

その他
ｎ＝１１ 

国際交流団体の結果概要 

・主な活動目的を日本語教室開設としていないため、日本語教室を開設している団体はない。 

・｢住民や企業、学校からの相談内容｣に関する質問では｢日本の文化や習慣への理解について｣と

いう回答が最も多く、回答の 50%程度を占めている。 

・｢県、国等に望む施策｣に関する質問では｢財政的な支援｣、｢日本語教室の広報｣という回答が多

く、40％程度を占めている。 
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②団体の会員数 

※アルファベットは団体の名称を表している。 

※表中の数字の単位は「人」 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は 10となっている。 

 
 

③運営資金確保の方法（複数回答可） 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は 10となっている。 

 

その他・・・本部からの拠出金、会費、業務委託費、補助金、民間団体からの支援金、 

            会員の持ち出し、会員からのカンパ 

  

460

124

105

89

81

20

15

10

10

5

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

40.0%, 4

30.0%, 3

20.0%, 2

20.0%, 2

70.0%, 7

参加者の参加費

自治体等からの補助金

支援者の会費

イベント開催などによる収益金

その他

ｎ＝10 

ｎ＝10 
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④日本語教室開設状況 

 

 

⑤「開設していない」と答えた場合、日本語教室を開設していない理由（複数回答可） 

 
その他・・・活動目的ではない、活動場所が海外である、会員個人が他団体に所属して教えている、

NGOと連携してそちらで実施している、活動に余裕がない 

 

⑥から⑨の設問は、日本語教室を開設している団体への質問となっており、回答該当団体がないた

め設問のみ掲載する。 

⑥地域の日本語教室が、現在果たしている役割（複数回答可 ３つまで） 

⑦今後、日本語教室に期待する役割（複数回答可 ３つまで） 

⑧日本語教室を継続するにあたっての課題（複数回答可） 

⑨日本語教室の日本語学習支援者向けの研修 

 

  

開設している, 

0.0%,0

開設していない, 

100.0%,11

27.3%, 3

27.3%, 3

27.3%, 2

18.2%, 2

18.2%, 1

9.1%, 3

81.8%, 9

外国人住民が少ない

外国人住民のニーズを

把握していない

開設するためのノウハウがない

予算の確保が難しい

日本語学習支援者

（ボランティア等）がいない

市町村内に他の団体による教室が

あるため必要性がない

その他

ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 
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⑩外国人住民からの日本語学習に関する相談内容（複数回答可） 

 
 

⑪地域住民や企業、学校からの日本語学習に関する相談内容（複数回答可） 

 

その他・・・地域や学校等から他文化国際理解のための講演、講座依頼 

  

54.5%, 6

36.4%, 4

27.3%, 3

27.3%, 3

18.2%, 2

9.1%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

相談は特にない

日常会話ができるようになりたい

日本語能力試験の勉強がしたい

日本語の読み書きを学びたい

日本語教室に通いたいが、

どのような教室があるかわからない

仕事に必要な専門用語や

ビジネスマナーを学びたい

子どもを就学させるために、

日本語を学ばせたい

その他

45.5%, 5

36.4%, 4

18.2%, 2

18.2%, 2

9.1%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

18.2%, 2

外国人住民の日本の文化や習慣への

理解について

相談は特にない

外国人住民の日本語の学習について

外国にルーツのある児童生徒への

対応について

外国人労働者の日本語の学習について

企業への日本語講師の派遣について

学校への日本語指導支援員の

派遣について

その他

ｎ＝1１ 

ｎ＝１１ 
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⑫日本語学習支援に関して、連携・交流している機関・団体等（複数回答可） 

 

その他・・・記載なし 

 

⑬今後、日本語学習について、県、国等に実施を望む施策（複数回答可）               

   

⑭日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 

・補助金等を有効活用して日本語教育の総合的な体制づくりを進めてほしい。            

・日本語学習の支援者（日本語教育資格者）がほとんどいないため、学習支援ができずに、日本語ま

たは英語を通じた国際交流を目指している現状にある。  

45.5%, 5

36.4%, 4

27.3%, 3

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

9.1%, 1

NPO、ボランティア団体

特にない

地域の国際交流協会

市町村内の日本語教室

県・市町村教育委員会

県、市町村及び関連団体

国及び関連団体

（文化庁や文部科学省など）

大学、日本語学校等

その他

45.5%, 5

45.5%, 5

36.4%, 4

27.3%, 3

27.3%, 3

18.2%, 2

0.0%, 0

日本語教室運営の

ための財政的な支援

日本語教室の広報

日本語学習支援者を

養成するための研修講座の開催

専門家による日本語教室や

日本語学習支援者への指導・助言

日本語学習支援者の

ネットワークの構築

日本語学習の場所や教材などの

環境整備への支援

その他

ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 
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３ 地域日本語教室（回答数１１） 

 

①主催者区分 

 

その他・・・個人、公益社団法人 

 

②開催曜日 

 
 

③開催時間帯（複数回答可） 

 

ボランティア団体,

27%,3

市・町・村, 

18%, 2

市町村国際交流協会,

9%, 1

NPO法人, 

0%, 0

公民館,

0%, 0

その他, 

46%, 5

27.3%, 3

63.6%, 7

27.3%, 3

63.6%, 7

36.4%, 4

27.3%, 3

18.2%, 2

9.1%, 1

月

火

水

木

金

土

日

不定期

54.5%, 6

63.6%, 7

45.5%, 5

午前

午後

夜間

ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 

地域日本語教室の結果概要（回答数が少ないため実数での表記とする。） 

・主催者の内訳は、ボランティア団体が３団体、市町村が２団体、市町村国際交流協会が 1団体、

その他（個人、公益社団法人等）が５団体であった。 

・｢学習者の国籍｣に関する質問では｢ベトナム｣という回答が最も多く、回答の 40%程度、次いで

中国が 12%程度、インドネシアが 9%程度となっている。 

・｢支援者が受け取る謝礼｣に関する質問では｢あり｣と回答した団体が 5団体、｢なし｣と回答した

団体が４団体であった（２団体については回答なし）。また、｢あり｣と回答した場合の謝金の金

額は、1回 400円～1500円や交通費として年間 3000円という回答があった。 
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④開催場所（自由記述） 

 記述内容・・・公民館、ホール、地域のふれあいセンター、コミュニティセンター、指導者の自宅、

生徒の自宅、大学 

 

⑤授業形態（複数回答可） 

 

 

⑥運営資金確保の方法（複数回答可） 

 

 

⑦運営資金の使途（複数回答可） 

 

  

63.6%, 7
90.9%, 10

0.0%, 0

9.1%, 1

集合でのマンツーマン形式

集合でのクラス形式

オンラインでの

マンツーマン形式

オンラインでのクラス形式

54.5%, 6

36.4%, 4

18.2%, 2

9.1%, 1

自治体等が負担

日本語学習支援者の会費

イベント開催などによる

収益金

学習者の参加費

81.8%, 9

81.8%, 9

45.5%, 5

36.4%, 4

27.3%, 3

交流会、親睦会

教材、書籍等

施設使用料、光熱費

人件費

消耗品費、コピー代等

ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 
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⑧学習者の国籍・地域と人数 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は 10となっている。 

※表中の数字の単位は「人」 

※％は学習者総数４５８人に対する割合を示す。 

 

その他・・・コロンビア、スリランカ、ロシア、ドミニカ共和国、カンボジア、アフガニスタン、ア

メリカ、マレーシア、インド、バングラデシュ、オランダ、メキシコ、イラン、マダガ

スカル、ベネズエラ、フィンランド、日本、イギリス、カナダ、スウェーデン 

 

⑨学習者の参加費 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は 10となっている。 

 

【あり】と回答した内容 

・９０分＝１５００円     ・１回３００円  

・入会金２０００円（免除あり） ・１時間あたり２０００円（免除あり）  

ベトナム,

39.7%,  182

中国,

12.4%, 57
インドネシア,

8.5%,  39

フィリピン, 

8.1%, 37

タイ,

7.2%, 33

ブラジル,

2.6%, 12

ネパール, 

1.7%,8

台湾,

0.7%, 3

韓国,

0.2%, 1

その他,

18.8%, 86

あり, 

40.0%,4

なし,

60.0%,6

ｎ＝１０ 

ｎ＝１０ 



22 

 

⑩１回の講座における平均出席者数 

※アルファベットは団体の名称を表している。 

※Gの団体はこの問いに関する回答がなかった。 

※表中の数字の単位は「人」 

 

 

⑪学習者のニーズ（複数回答可） 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

 

  

40

1

8

5

26

2

1

2

10

6

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

90.0%, 9

90.0%, 9

90.0%, 9

60.0%, 6

50.0%, 5

40.0%, 4

20.0%, 2

0.0%, 0

生活していくために必要な

日本語を学習したい

仕事で必要な日本語を学習したい

日本語能力試験に

合格するための学習をしたい

専門の日本語講師から

日本語指導を受けたい

日本語学習以外の相談等にも

対応してほしい

開催頻度を増やして欲しい

オンラインでの学習

にも対応してほしい

その他

ｎ＝１０ 

ｎ＝１０ 
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⑫日本語学習支援者の数 

※表中の数字の単位は「人」 

 

 

⑬日本語学習支援者が受け取る謝礼 

※２団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は９となっている。 

 

【あり】と回答した内容 

・１回４００円     ・１回７００円  ・１回１５００円 

・９０分で１５００円  ・交通費として年間３０００円 

  

50

3

12

13

74

0

0

0

1

20

8

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

K

あり,

55.6%, 5

なし,

44.4%, 4

ｎ＝11 

ｎ＝9 



24 

 

⑭日本語学習支援者のスキルアップのために行っていること（複数回答可） 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

 

その他・・・スキルアップ講座の実施、生徒さんの要望をしっかり捉える、意見交流会 

 

⑮日本語学習支援者に求める能力や姿勢（複数回答可） 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

 

その他・・・想像力、創造力、教科に関する指導経験 

  

63.6%, 7

45.5%, 5

18.2%, 2

18.2%, 2

36.4%, 4

日本語学習支援者間での勉強会等を実施

研修会への参加

日本語学習支援者に任せている

特に行っていない

その他

80.0%, 8

80.0%, 8

60.0%, 6

40.0%, 4

40.0%, 4

30.0%, 3

20.0%, 2

20.0%, 2

熱心さ

外国人との信頼関係

外国人や多文化共生についての知識

日本語指導の研修の受講

日本語教師の資格

日本語を教えた経験の豊富さ

日本語以外の語学力

その他

ｎ＝１０ 

ｎ＝１０ 
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⑯日本語教室が果たしている役割（複数回答可） 

 

その他・・・高等学校進学のための学習の場、生活面での相談窓口 

  

90.9%, 10

90.9%, 10

90.9%, 10

81.8%, 9

81.8%, 9

81.8%, 9

72.7%, 8

63.6%, 7

45.5%, 5

36.4%, 4

18%, 2

生活のための日本語を学ぶ

仕事に必要な日本語を学ぶ

学習者にとって

安心できる場所となる

日本語能力試験などに

合格するために学ぶ

日本で暮らすための習慣、

文化、マナーなどを学ぶ

学習者同士が交流する

学習者が地域社会との接点をもつ

多文化共生の地域づくりにつながる

子どもの学習を支援する

日本語学習支援者の

生きがいにつながる

その他
ｎ＝１１ 
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⑰現在、日本語教室で困っていること（複数回答可） 

 

その他・・・コロナ禍での教室運営、指導に対して十分な対価を得られない現状にある地域日本語教 

育のあり方 

⑱日本語学習以外で困っている学習者への対応（複数回答可） 

 
その他・・・外国人支援センターを案内、学習者所属の会社への連絡 

  

36.4%, 4

36.4%, 4

36.4%, 4

36.4%, 4

18.2%, 2

9.1%, 1

9.1%, 1

9.1%, 1

9.1%, 1

9.1%, 1

9.1%, 1

27.3%, 3

日本語学習支援者の不足

学習者の継続性

十分な予算の確保

実施場所の確保

在住する外国人への広報

学習者のニーズの把握

日本語を使ったコミュニケーションが

ほとんどできない学習者への対応

日本語学習支援者の能力・意欲

日本語学習支援者が研修する機会

主催者と支援者との意識の相違

特にない

その他

63.6%, 7

54.5%, 6

36.4%, 4

9.1%, 1

0.0%, 0

18.2%, 2

日本語学習支援者が調べて、

回答している

外国人相談窓口等を案内している

日本語学習支援者が学習者と一緒に

相談窓口等に同行している

日本語学習以外の相談、質問は

受け付けないことにしている

相談、質問をされたことはない

その他

ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 
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⑲今後の目標（複数回答可） 

 

 

⑳今後、日本語学習について、市町村、県、国等に実施を望む施策（複数回答可） 

 

㉑日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 

・同じ地域社会に住む人として、近隣の市町村が運営する教室の支援者を対象に研修会を開催し

たい。 

・ボランティアの高齢化や教室の広さ、自宅や駅からの距離といった会場設定において課題があ

る。 

・ボランティアによる自主的な運営であるので、学習を希望する外国人のニーズに十分そった教

室開催ができない。 

  

63.6%, 7

54.5%, 5

36.4%, 4

9.1%, 4

0.0%, 2

18.2%, 1

0

学習者の日本語力を向上させたい

日本語学習支援者をもっと増やしたい

学習者をもっと増やしたい

学習者の地域での交流を

もっと増やしたい

日本語学習支援者の資質を

向上させたい

日本語学習支援者を養成するための

研修講座の開催

現状のままでよい

100.0%, 11

72.7%, 8

36.4%, 4

27.3%, 3

18.2%, 2

9.1%, 1

0.0%, 0

日本語教室運営のための

財政的な支援

日本語学習の場所や教材などの

環境整備への支援

教室の広報

専門家による日本語教室や

日本語学習支援者への指導・助言

日本語学習支援者を養成するための

研修講座の開催

日本語学習支援者の

ネットワークの構築

その他
ｎ＝１１ 

ｎ＝１１ 
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    ４ 日本語学校・日本語教育関係機関（回答数６） 

 

①設置形態 

 
その他・・・社会福祉法人、宗教法人 

 

②対応コース（複数回答可） 

 

その他・・・総合コース、宗教教育、看護師国家試験準備 

  

学校法人, 

50.0%,3

株式会社、有限会社,

16.7%,1

財団法人、社団法人,

0.0%,0

任意団体、個人, 

0.0%,0

その他, 

33.3%,2

83.3%, 5

16.7%, 1

50.0%, 3

大学等進学準備

就職準備

その他

ｎ＝6 

ｎ＝6 

日本語学校・日本語教育関係機関の結果概要 

・｢学習者の国籍｣に関する質問では｢タイ｣という回答が最も多く、回答の 44%程度、次いで中国

が 14%程度、ミャンマーが 12%程度となっている。 

・｢教員の資格区分｣に関する質問では｢420単位時間以上の受講終了者｣が 38%程度、｢日本語能

力検定試験合格者｣が 38%、｢大学等における日本語教育学習者｣が 25%程度であった。 
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③学生の国籍・地域と人数 

 ※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は５となっている。 

※表中の数字の単位は「人」 

※％は学生総数１５６人に対する割合を示す。 

 

その他・・・日本、ラオス、スリランカ、バングラデシュ、アメリカ、カンボジア 

 

④教員の構成 

※％は教員総数３７人に対する割合を示す。 

※表中の数字の単位は「人」 

 

  

タイ, 

43.6%,68

中国,

14.1%,22

ミャンマー, 

11.5%,18

ベトナム, 

7.1%,11

インドネシア,

7.1%,11

ブラジル, 

0.6%,1

台湾, 

0.0%,0

韓国, 

0.0%,0

フィリピン, 

0.0%,0
ネパール, 

0.0%,0

その他, 16.0%,25

不明, 0.0%,0

専任教員,

64.9%,24

非常勤教員, 

35.1%,13

ｎ＝５ 

ｎ＝６ 
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⑤教員の資格区分 

※％は教員総数１６人に対する割合を示す。 

※表中の数字の単位は「人」 

 

 

⑥企業や団体等への教員の派遣 

 

 

⑦授業形態（複数回答可） 

 

  

日本語教育に関する研修等

420単位時間以上の受講終了, 

37.5%,6

日本語教育能力検定試験合格, 

37.5%,6

大学または大学院において日本語

教育に関する課程修了, 

25.0%,4

その他, 

0.0%,0

不明, 

0.0%,0

行っている, 

16.7%,1

要望はあるが行っていない, 

0.0%,0

要望がない, 

83.3%,5

100.0%, 6

16.7%, 1

16.7%, 1

0.0%, 0

集合でのクラス形式

オンラインでのクラス形式

オンラインでのマンツーマン形式

集合でのマンツーマン形式

ｎ＝6 

ｎ＝6 

ｎ＝6 
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⑧開催曜日（複数回答可） 

 

 

⑨開催時間帯（複数回答可） 

 

⑩行っている特色ある授業（自由記述） 

・学んだことを活用し、日本語の劇をしたり、出し物を考えたりして発表する取組 

・留学生の進学や就職指導を前提とした授業 

・大学での専攻科目内容を１５分間でまとめて発表するプレゼンテーション大会 

・桜井市周辺の寺社散策等の課外活動 

・四季折々の日本の自然を紹介したり、体験したりする取組 

・学生の日本語レベルに応じた柔軟なカリキュラム作成 

・少人数による一人一人に行き届く指導 

・１年間で日本語能力試験 N2レベルを目指す授業 

・県内各地への遠足 

・宿泊研修 

・バンドや合唱などのクラブ活動 

  

100.0%, 6

100.0%, 6

100.0%, 6

100.0%, 6

100.0%, 6

16.7%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

月曜日

火曜日

水曜日

木曜日

金曜日

土曜日

日曜日

不定期

83.3%, 5

66.7%, 4

16.7%, 1

午前

午後

夜間

ｎ＝6 

ｎ＝6 
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⑪日本語教育以外に実施している教育活動（複数回答可） 

 

その他・・・夏祭りの際に浴衣を着る。 

 

⑫日本語教育で、地域や企業等と連携した取組（自由記述） 

・県内において日本語の学習を希望する外国籍の学習者を対象として、居住地や環境を問わず、日本 

語運用能力の向上及び日本語能力の検定試験合格に向けた日本語の指導を行った。また、奈良県内

の地域日本語教室の指導者、ボランティアを対象とした日本語指導者の育成研修に指導者を派遣

し、日本語教育の専門知識を活かして講義、実技指導等も行った。 

・地域のまつりや行事への参加 

・地元企業と連携し奨学金の給付 

 

⑬日本語教育以外で、地域や企業等と連携した取組（自由記述） 

・国際交流協会のイベントや中学校での文化紹介 

・地元のお祭りに参加 

・市主催の講座で市立小学校へ出張し、東南アジア文化講座の実施 

  

100.0%, 6

100.0%, 6

100.0%, 6

100.0%, 6

83.3%, 5

83.3%, 5

33.3%, 2

16.7%, 1

日本の習慣

（あいさつ、ゴミの捨て方等）の紹介

日本文化の紹介

保健指導

（健康管理、病院の受診方法等）

交通安全の指導

防災（避難訓練等）の指導

生活上知っておかなければならない

法規等の紹介

地域活動への参加

その他
ｎ＝6 
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⑭今後、日本語学習に対して、国や県等に望む施策（複数回答可） 

 
その他・・・・国や県からの補助金、大学の文化祭やオープンキャンパス等についての情報提供 

 

⑮日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 

  ・意見交換ができる機会の提供を希望する。 

  ・県においてネットワークを構築することにより、子ども、学生、社会人など様々な立場の外国人が

不自由することなくトータルでサポートできる仕組み作りをしてほしい。  

66.7%, 4

66.7%, 4

66.7%, 4

66.7%, 4

16.7%, 1

33.3%, 2

学生が地域において

活躍できる機会の提供

県内の日本語教育関係機関・

団体とのネットワークの構築

学生が地域の日本人と

つながる仕組みづくり

学生が日本文化、

習慣等を学ぶ機会の提供

地域の国際交流関係機関・

団体との連携のコーディネート

その他
ｎ＝6 
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    ５ 外国人を雇用している企業等（回答数１２）  

 

①会社の種類 

 

 

②業種（複数回答可） 

 

その他・・・販売・修理、情報サービス業、砕石業・産業廃棄物中間処理業 

      サービス業（イベント用品、設営撤去等） 

  

株式会社、有限会社, 

91.7%,11

財団法人、社会福祉法人等, 

0.0%,0

その他, 

8.3%,1

50.0%, 6

8.3%, 1

8.3%, 1

8.3%, 1

0.0%, 0

33.3%, 4

製造業

宿泊、飲食サービス業

建設業

農業、林業

医療、福祉

その他

ｎ＝１２ 

ｎ＝１２ 

外国人を雇用している企業等の結果概要 

・｢業種｣に関する質問では｢製造業｣という回答が最も多く、回答の 50%程度となっている。 

・｢外国人材を活用している理由｣に関する質問では｢国籍を問わず優秀な人材を確保するため｣が

最も多く 90%であった。 

・｢外国人材の国籍・地域と人数｣に関する質問では｢ベトナム｣という回答が最も多く、回答の

45%程度、次いで中国が 21%程度、韓国が 12%程度となっている。 
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③社員数 

 

 

④外国人材の雇用状況について 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１１となっている。 

 

・「過去に雇用していたが現在は雇用していない」団体の理由は未回答 

・「これまで雇用したことないが、今後雇用を考えている」団体の理由は、「国籍を問わず優秀な人

材を確保するため」と「語学力が必要な業務を行うため」。 

  

１０人未満, 

25%, 3

１０～５０人, 

33%, 4

５１～１００人, 

17%, 2

１０１～５００人, 

17%, 2

５００人以上, 

8%, 1

現在、雇用している,

81.8%, 9

過去に雇用していたが

現在はしていない, 

9.1%,1

これまで雇用したことがないが、

今後雇用を考えている,

9.1%, 1

これまで雇用したことがなく、

今後も雇用する予定はない,

0.0%, 0

ｎ＝１２ 

ｎ＝１1 
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以下の⑤‐1から⑤‐8は、現在、外国人材を雇用している企業のみ回答 

⑤‐1外国人材を雇用している理由（複数回答可） 

※２団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

 

  ※その他の記載は、なし 

 

⑤‐2外国人材の国籍・地域と人数 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１１となっている。 

※表中の数字の単位は「人」 

※％は外国人材総数４２人に対する割合を示す。 

 

その他・・・カンボジア  

90.0%, 9

40.0%, 4

30.0%, 3

30.0%, 3

10.0%, 1

国籍を問わず

優秀な人材を確保するため

日本人採用だけでは

充足しなかったため

語学力が

必要な業務を行うため

社内活性化のため

その他

ベトナム,

45.2% 19

中国,

21.4%, 9

韓国,

11.9%, 5

フィリピン,

4.8% 2

インドネシア,

4.8% 2

ネパール,

4.8% 2

タイ,

2.4% 1

その他

4.8%, 2,

ｎ＝１０ 

ｎ＝１１ 
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⑤‐3採用方法（複数回答可） 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

 

 

⑤‐4外国人材の日本語能力（聞く） 

※２団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

※表中の数字の単位は「人」 

※％は外国人材総数４２人に対する割合を示す。 

 

  

40.0%, 4

40.0%, 4

30.0%, 3

20.0%, 2

20.0%, 2

10.0%, 1

10.0%, 1

0.0%, 0

人材紹介会社からの紹介

企業説明会を通じて

ハローワーク等で公募

監理団体を通しての受け入れ

大学、専門学校等からの紹介

人材派遣会社からの派遣

個人からの紹介

その他

よく聞き取れる, 

35.7%,15

だいたい聞き取れる,

40.5%, 17

少し聞き取れる（単語程度）,

23.8%, 10

ほとんど聞き取れない,

0.0%, 0

ｎ＝１１ 

ｎ＝１０ 
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⑤‐5外国人材の日本語能力（読む） 

※２団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

※％は外国人材総数４２人に対する割合を示す。 

 

 

⑤‐6外国人材の日本語能力（話す） 

※２団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

※表中の数字の単位は「人」 

※％は外国人材総数４２人に対する割合を示す。 

 

  

よく読める,

33.3%, 14

だいたい読める,

23.8%,10

少し読める（単語程度）,

28.6%, 12

ほとんど読めない,

14.3%, 6

よく話せる,

35.7%, 15

だいたい話せる,

42.9%, 18

少し話せる（単語程度）,

21.4%, 9

ほとんど話せない, 

0.0%,0

ｎ＝４２ 

ｎ＝４２ 
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⑤‐7外国人材の日本語能力（書く） 

※３団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は９となっている。 

※表中の数字の単位は「人」 

※％は外国人材総数４１人に対する割合を示す。 

 

 

⑤‐8外国人自身が、日本語能力不足を理由に困っていると思われること（複数回答可） 

※2団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

 

その他・・・婉曲表現や言葉の真意を理解することが困難 

  

漢字も含めて正しく

長い文章を書ける,

26.8%, 11

やさしい日本語の文章を書ける,

19.5%, 8平仮名のみで少し書ける（単語程度）,

53.7%, 22

ほとんど書けない,

0.0%, 0

60.0%, 6

40.0%, 4

30.0%, 3

20.0%, 2

10.0%, 1

0.0%, 0

10.0%, 1

特にない

仕事中に指示された内容

がよくわからない

医療機関にかかるときや

緊急時の対応に不安がある

日本人の同僚との

コミュニケーションが難しい

居住する地域の人々に

溶け込むことができない

在留資格について

十分理解できていない

その他

ｎ＝９ 

ｎ＝10 
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⑥外国人材に対し実施している（実施していた）日本語学習サポート（複数回答可） 

 

その他・・・ニュース番組視聴による学習、日本語試験の送迎、費用負担 

 

⑦日本語学習を促進するために連携している（していた）他機関、団体 

※２団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１０となっている。 

 

  

63.6%, 7

27.3%, 3

9.1%, 1

9.1%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

0.0%, 0

27.3%, 3

会社としては

特に何もしていない

社内で、日本人職員による

日本語指導を実施

社内で、日本語学習教材や

オンライン学習の環境を整備

社外の日本語教室や

日本語研修の情報提供

日本語教育の専門家に依頼し、

日本語研修を実施

社外の日本語教室や

日本語研修への参加費を負担

社外の日本語教室や

日本語研修への送迎

その他

90.0%, 9

10.0%, 1

0.0%, 0

0.0%, 0

連携していない

地域のボランティア団体

地域の日本語教室

市町村や国際交流協会

ｎ＝１２ 

ｎ＝１０ 
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⑧外国人材の就業にあたって行っている（行っていた）取組（複数回答可） 

※３団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は９となっている。 

 
その他・・・日常の会話を通した長期にわたる反復練習、 

 

⑨外国人材に求める日本語能力（聞く） 

※１団体はこの問いに関して複数回答したため回答数は１３となっている。 

※表中の数字の単位は「人」 

 

  

88.9%, 8

55.6%, 5

33.3%, 3

33.3%, 3

22.2%, 2

22.2%, 2

22.2%, 2

11.1%, 1

0.0%, 0

11.1%, 1

外国人材に日本の習慣を指導

わかりやすい「やさしい日本語」

を使っての説明

保健指導

（健康管理、病院の受診方法等）

生活上知っておかなければならない

法規等の紹介

交通安全の指導

日本人職員に受け入れの心構え等の

研修を実施

通訳・翻訳のAIの活用

外国人材担当者の配置

通訳・翻訳できる職員の配置

その他

よく聞き取れる,

61.5%, 8

だいたい聞き取れる,

38.5%, 5

少し聞き取れる（単語程度）,

0.0%,  0

特にない,

0.0%, 0

ｎ＝９ 

ｎ＝１３ 
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⑩外国人材に求める日本語能力（読む） 

※表中の数字の単位は「人」 

 

 

⑪外国人材に求める日本語能力（話す） 

※表中の数字の単位は「人」 

 

  

よく読める,

46.2%, 6

だいたい読める,

46.2%, 6

少し読める（単語程度）,

7.7%, 1

特にない, 

0.0%, 0

よく話せる, 

50.0%, 6
だいたい話せる,

50.0%, 6

少し話せる（単語程度）,

0.0%, 0

ほとんど話せない,

0.0%, 0

ｎ＝12 

ｎ＝１２ 
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⑫外国人材に求める日本語能力（書く） 

※表中の数字の単位は「人」 

 

 

⑬外国人材の日本語学習について、市町村、県、国等に求める施策 

（複数回答可（３つまで）） 

※１団体はこの問いに関する回答がなかったため回答数は１１となっている。 

 

⑭日本語学習に関する御提案・御意見（自由記述） 

 

・外国人の困ったこと、わからないこと、知りたいことをすぐに相談できる場所を用意する必要があ

るので NPO法人を立ち上げることを考えている。 

・言葉だけでなく文化の違いもあるのでそれを乗り越えて働くというのはハードルが高いのではな

いかと思う。現在、コロナで交流が絶たれていることも多いので、その中で外国人が困っているこ

とを助けられるサポート体制を築いていただくことが大事だと思う。 

 

やさしい日本語の文章を書ける,

50.0%, 6

漢字も含めて正しく長い文章を書ける, 

33.3%, 4

平仮名のみで少し書ける（単語程度）,

16.7%, 2

特にない,

0.0%, 0

54.5%, 6

54.5%, 6

27.3%, 3

18.2%, 2

9.1%, 1

9.1%, 1

0.0%, 0

地域の日本語教室などの情報提供

地域住民との交流を通して、

日本語や日本の文化や習慣を学ぶ機会の提供

県内の日本語教育機関や

団体とのネットワークの構築

日本語学習教材やオンライン学習等による

日本語学習の環境整備への支援

日本語指導ができる社員育成への支援

日本語指導の専門家の職場への派遣

その他

ｎ＝１２ 

ｎ＝１１ 


